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１．はじめに

　モータリゼーションは、わが国の社会経済の発展に大きな役割を果たしてきた。一方で
国内貨物輸送におけるトラック利用が拡大するにつれて、都市の道路ではトラックがあふ
れ、大気汚染や道路混雑といった様々な交通問題が顕在化している。そこで近年、国は環
境負荷の小さい国内貨物輸送を実現するために、トラックから内航海運や鉄道へのモーダ
ルシフトを促す政策を実施している。また企業も経済活動における環境負荷の軽減という
観点から、国内貨物輸送における内航海運や鉄道の利用可能性を検討している。
　もっとも社会全体において、どのような輸送モードが利用されることが最適かといった
議論を行うためには、実際の輸送コストに加え、輸送モード別に発生する外部費用	1	を考
慮する必要がある。しかしわが国では未だに輸送モード別に外部費用がどの程度発生して
いるかについて、十分な研究蓄積がない状況にあり、外部費用という観点からモーダルシ
フトの議論を行う環境は整っていない。一方で欧米では1990年代から輸送モード別の外部
費用を定量的に把握し、貨物輸送のあり方などの議論に結びつける取り組みが行われてい
る。
　そこで本稿では国内貨物輸送を担う輸送モードのうち、普通貨物自動車と内航海運に焦
点をあて、その外部費用の推定を試みる。まず２節では交通モードの外部費用に関する先
行研究を整理する。そして３節以降では、先行研究をもとに、わが国の国内貨物輸送の外
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１　	本論文では、国内貨物輸送によって発生する事故や大気汚染など、総コストのうち利用者によって

内部化されていない費用を、国内貨物輸送による外部費用と定義することにする。
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部費用を推定するための手法を特定化する。そして実際に普通貨物自動車と内航海運の外
部費用を推定し、その外部費用の特徴について考察する。

２．交通セクターの外部費用に関する先行研究

　交通セクターの外部費用を定量的に把握しようとする研究は、欧米を中心に行われてい
る。その研究の目的は、交通プロジェクトや政策の評価、利用者への適正な費用負担のあ
り方の検討、交通全般の外部費用の削減のための施策評価及び実施すべき政策の優先順位
の設定などが挙げられる。
　交通セクター全体の外部費用を推定した研究としては、UNITE（2003）やCE	Delft
（2007）などがある。UNITE（2003）は、近年のヨーロッパ規模の代表的な研究の一つ
とされ、自動車、鉄道、航空、海運の旅客、貨物輸送別の内部費用及び外部費用を推定し
ている。外部費用の項目としては、事故、大気汚染、騒音、気候変動、混雑、景観、原子
力発電におけるリスクなどを対象としており、EU15カ国、エストニア、ハンガリー、ス
イスの18カ国を対象に、総費用の対GDP比や限界費用などを推定している。またCE	Delft
（2007）は、これまでの先行研究を整理した上で、EU諸国で交通セクターの外部費用を
推定するための手法及び単位コストなどの指標を検討し、ハンドブックとしてまとめてい
る。輸送モードとしては自動車、鉄道、航空、海運を取り上げ、これらの輸送モードによ
る事故、大気汚染、騒音、気候変動、自然や景観への影響などの外部費用の推定方法を提
示している。
　次に自動車の外部費用を推定した研究としては、Mayeres	et	al.（1996）やLevinson	et	
al.	（1998）などが挙げられる。例えばMayeres	et	al.（1996）はブリュッセルを対象に、
乗用車、バス、路面電車、都市鉄道、トラックの外部費用を推定している。その費用項目
としては、事故、大気汚染、騒音、気候変動、混雑をとりあげ、限界外部費用関数を導出し、
1991年と2005年のブリュッセルにおける外部費用について、車種別、ピーク時、オフピー
ク時別の限界外部費用を推定している。また日本を対象とした研究としては、兒山・岸本
（2001）やMizutani	et	al.（2009）などが挙げられる。兒山・岸本（2001）は、日本全国
レベルでの自動車の外部費用を、乗用車、バス、小型トラック、大型トラック別に推定し
ている。費用項目としては、事故、大気汚染、騒音、気候変動、混雑、インフラ費用過小
負担をとりあげ、主に海外の先行研究を踏まえて、それを日本に適用させて推定を行って
いる。またMizutani	et	al.（2009）は、欧米の先行研究をもとに外部費用の推定方法を特
定化し、わが国の111都市における自動車の事故、大気汚染、騒音、気候変動、混雑の外
部費用を推定している。そして自動車の外部費用と都市構造の関係について分析している。
　最後に海運の外部費用を推定した研究では、主に大気汚染や気候変動の外部費用やタン
カー事故の環境被害の推定が行われている。例えば大気汚染の外部費用を推定した研究と
しては、Isensee	and	Bertram（2004）やGallagher（2005）、Lee	et	al（2009）などが挙
げられるほかPaul	et	al.（2009）は、台湾の国内コンテナ輸送を取り上げ、トラックと短
距離海運（short	sea	shipping）の大気汚染と気候変動の外部費用を推定し比較している。
タンカーの事故の環境被害を推定した研究としては、Cohen（1986）などが挙げられ、タ
ンカー事故による原油の流出と海洋汚染の影響を評価している。また貨幣評価までは行わ
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ないものの、船舶からの大気汚染物質の排出量から海運の大気汚染問題を分析した研究と
しては、Endresen	et	al.（2003）やEC（2002）などが挙げられる。例えばEC（2002）は
大気汚染物質別の船舶からの排出係数の設定を行い、地域別の船舶の動向をもとに、船舶
から大気汚染を分析している。日本の研究としては、海洋政策研究財団（2009）や赤倉他
（2009）などが挙げられる。海洋政策研究財団（2009）では、外航船舶を対象に大気汚染
物質の排出係数を設定し、現在及び将来の船舶からの大気汚染の影響を分析している。ま
た赤倉他（2009）は、先行研究で設定された船舶の燃料消費量の推定式やCO2の排出係数
を用いて、日本の外航・内航船からのCO2の排出量を推定している。

３．国内貨物輸送の外部費用の推定方法

　本稿では、国内貨物輸送による外部費用を推定するために、普通貨物自動車と内航海運、
特にRORO船とコンテナ船の外部費用を推定する。以下では輸送モード別の外部費用の推
定方法の概要を説明する。

3.1	外部費用の概要
　本稿は国内貨物輸送による外部費用として、事故、大気汚染、騒音、気候変動、混雑に
関する外部費用を分析する。そして各輸送モードの外部費用は、各外部費用項目を推定し、
それを輸送モード別に総和することで算定する。但し、UNITE（2003）は内航海運の騒
音の外部費用は地域住民へ影響を与える水準ではないため無視できるとしている。そのた
め本稿では内航海運による騒音の外部費用はないものとした。また内航海運による混雑の
外部費用についても、港湾内の船舶の混雑をデータなどから捉える事が出来なかったため
考慮しなかった。

ECa=Cacc,a+Cair,a+CdB,a+Cwar,a+Ccon,a	 	 	 	 	 	 （3.1）

	 	 ECa：輸送モードaの外部費用
	 	 Cacc,a：輸送モードaの事故の外部費用
	 	 Cair,a：輸送モードaの大気汚染の外部費用
	 	 CdB,a：輸送モードaの騒音の外部費用
	 	 Cwar,a：輸送モードaの気候変動の外部費用
	 	 Ccon,a：輸送モードaの混雑の外部費用.
	 	 a：輸送モード（a=truck=普通貨物自動車、a=ship=内航海運）

3.2　外部費用の推定における主要な変数
　まず普通貨物自動車と内航海運の外部費用を推定するためには、普通貨物自動車の年間
交通量及び旅行速度、RORO船・コンテナ船の年間運航量と年間燃料消費量を導出する必
要がある。
　普通貨物自動車の年間交通量については、Mizutani	et	al.（2009）の手法を引用し、高
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速道路、一般道路別に算出する	2	。具体的には『道路交通センサス』によってデータが得
られる主要道路の交通量については、3.2式、3.3式のように同データより路線別、平日休
日別の普通貨物自動車の一日あたりの走行台数を集計し、その台数に各路線の区間距離を
乗じ、最後に2005年の平日休日数	3	を乗じることで、主要道路における車種別の年間交通
量を得ることができる。一方『道路交通センサス』の調査対象とされていない市区町村道
の交通量は、詳細のデータを得ることができないため、幅員5.5m以上の市区町村道を対象
とし、一日当たりの普通貨物自動車の交通量は、同じ都道府県の一般都道府県道と同程度
と仮定して3.4式のように算出する	4	。そしてその一日当たりの普通貨物自動車の交通量
に、幅員5.5m以上の市区町村道延長を乗じ、最後に2005年の平日休日数を乗じることで、
市区町村道の車種別年間交通量を算出する。

Qa＝Qa,trunk＋Qa,city	 	 	 	 	 	 	 	 （3.2）
Qa,trunk＝c・Σ

b
（DISa,b・CARb,k＝week ,）＋（365−c）・Σ

b
（DISa,b・CARb,k＝holi）	 （3.3）

Qa,city	=c・DISa,city・CARcity,k＝week+（365−c）・DISa,city・CARcity,k＝holi	 	 （3.4）

	 	 Qa：普通貨物自動車の年間交通量（台km）
	 	 Qa,trunk：普通貨物自動車の主要道路における年間交通量（台km）
	 	 Qa,city：普通貨物自動車の市道における年間交通量（台km）
	 	 DISa,b：主要道路bの路線延長（km）
	 	 DISa,city：市道の路線延長（km）
	 	 CARb,k：主要道路における普通貨物自動車の平日休日別交通量（台/日）
	 	 CARcity,k：市区町村道における普通貨物自動車の平日休日別交通量（台/日）
	 	 a	：輸送モード（a=普通貨物自動車）
	 	 b	：主要道路の路線
	 	 c	：平日日数
	 	 k	：平日休日別

　RORO船及びコンテナ船の年間運航量については、3.5式のように算定する。RORO船及
びコンテナ船に関するデータは、日刊海事新聞社『内航RORO船ガイド』と内航ジャーナ

2　	本稿では、普通貨物自動車の外部費用の推定は高速道路、一般道路別に分析を行う。その内訳は、

国土交通省（2005）『道路交通センサス』による区分である高規格幹線道路、都市高速道路を高速道

路とし、一般国道、主要地方道（都道府県道）、主要地方道（指定市道）、一般都道府県道と『道路

交通センサス』の調査対象ではない市区町村道を一般道路とする。また本稿では、『道路交通センサ

ス』の調査対象である道路を総称して主要道路と呼ぶこととする。
3　2005年の平日日数は246日、休日日数は119日である。
4　	本稿では市区町村道のうち、道路幅員5.5m以上の路線を分析対象とする。一方道路幅員5.5m未満の

市区町村道について、兒山（2004）は、日本における自動車交通の騒音の外部費用の推定において

分析対象としている。しかし市区町村道における交通量は詳細のデータが得られず、特に幅員5.5m

未満の道路の交通量の推定にはかなり大胆な仮定を設ける必要があるため、本稿で対象に含めない。
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ル『2005年版　海上定期船ガイド』などから得ることができる。そこで2005年に定期運航
しているRORO船及びコンテナ船について航路別に、週当たりの運航回数と各航路の運航
距離を乗じ、船種別、航路別の週当たりの運航kmを計算する。そしてそれに年間の週数
を乗じると船種別、航路別の年間運航量となる。最後に船種別に各航路の年間運航量を総
和することで、RORO船及びコンテナ船の年間運航量を算定する。

Qa,d＝Σ
e
（DISa,e・VOYa,d,e・w）		 	 	 	 	 	 （3.5）

	 	 Qa,d：船種dの年間運航量（運航km）
	 	 DISa,e：航路eの航路延長（km）
	 	 VOYa,d,e：船種別の航路eにおける航海回数（回/週）
	 	 w：年間の週数
	 	 a：輸送モード（海運）
	 	 d：船種（d=RORO=RORO船、d=CONT=コンテナ船）
	 	 e：航路

　またRORO船・コンテナ船の大気汚染と気候変動の外部費用の推定では、船種別の燃料
消費量に関するデータを用いる。そこで船種別の運航量から燃料消費量の導出する鈴木
（2008）の算定式をもとに、RORO船とコンテナ船の年間燃料消費量を算定する。
　普通貨物自動車の旅行速度については、Mizutani	et	al.（2009）の手法に一部改良を加
えて、高速道路、一般道路別に設定する。まず高速道路の旅行速度は、日本全体の高速道
路では著しく混雑する区間は限られていることから、本稿では法定速度を旅行速度とし
た。一方、一般道路の旅行速度は、『道路交通センサス』の対象区間の調査地点におけるピー
ク時の旅行速度とピーク時一時間あたりの交通量、道路kmあたりの信号数のデータを用
いて、3.6式のようなスピード・フローモデルを推定し、そのモデルを用いて一日平均の
旅行速度を推定する	5　6。

Va＝4
（0.23）
5.9−0

（0.00051）
.0044	qa−5

（0.12）
.9513	SIG	 	 	 	 	 	 （3.6）

	 	 	 	 adjR2	=0.32
	 	 Va ：自動車の平均旅行速度（km/h）
	 	 qa：一般道路における一車線あたりの自動車の交通量（台/h）
	 	 SIG：一般道路における信号の数（箇所/km）
	 	 a	:	輸送モード（自動車全体）

5　本稿ではピーク時、オフピーク時別に旅行速度を設定せず、一日平均の旅行速度を設定した。
6　	Mizutani	et	al.（2009）が推定したスピード・フローモデルは、旅行速度を交通量と道路沿道のDID

地域の割合で説明するモデルとなっているが、本稿では信号による混雑の発生を説明するために、

道路の１kmあたりの信号数を説明変数として採用した。
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3.3　各外部費用の推定方法
　以下では普通貨物自動車の事故、大気汚染、騒音、気候変動、混雑の外部費用とRORO船・
コンテナ船の事故、大気汚染、気候変動の外部費用の推定方法を費用項目別に説明する。

事故
Cacc,a＝Σ

g
（Pacc,g・POPacc,a,g）	 	 	 	 	 	 	 （3.7）

	 	 Cacc,a；輸送モードaの事故の外部費用（円）,
	 	 Pacc,g：事故被害タイプgの単位コスト（円）
	 	 POPacc,a,g：輸送モード別の被害タイプgの被害者数（人）
	 	 g：被害タイプ（g=1=死亡、g=2=重軽傷）

　事故の外部費用は、Mizutani	et	al.（2009）を引用し、各輸送モードの事故による被害
の発生数に被害別の単位コストを乗じ、それを総和することで算定する。また対象とする
被害は、事故による死亡、重軽傷被害とする。まず被害発生数の算定方法については、自
動車の事故による被害数は、（財）交通事故総合分析センター『交通統計』より得ること
ができる。しかしこのデータでは車種別の事故の発生数に関するデータは得ることができ
ない。そこですべての車種の事故リスクは同程度と仮定した上で、自動車全体の走行km
あたりの被害発生確率を計算し、その指標に普通貨物自動車の年間交通量を乗じること
で、普通貨物自動車による事故の被害発生数を算定する。一方内航海運の事故の発生数
は、海上保安庁の『平成17年における船舶海難及び人身事故の発生と救助の状況』より得
ることできる。しかし内航海運についても、船種別の事故の発生数に関するデータは得ら
れない。そこですべての内航船舶の事故リスクは同程度と仮定し、船舶の運航kmあたり
の被害発生数を計算し、その指標にRORO船・コンテナ船の年間運航量を乗じることで、
RORO船・コンテナ船の事故による被害発生数を算定する。また事故の単位コストは、普
通貨物自動車と内航海運で共通の指標を用い、内閣府（2007）の指標を引用する	7。

大気汚染
　次に大気汚染の外部費用は、普通貨物自動車とRORO船・コンテナ船から排出される大
気汚染物質の排出量に大気汚染物質別の単位コストを乗じることで算定する。また対象と
する大気汚染物質はPM10とNOXとする。まず大気汚染物質の排出量の算定については、
普通貨物自動車からの排出量は、環境省（2005）のPM10とNOXの排出係数に普通貨物自
動車の年間交通量を乗じることで計算する。一方RORO船・コンテナ船からの排出量は、
港湾内におけるRORO船及びコンテナ船を対象とし、EC（2002）の船種別、大気汚染物

7　	事故の単位コストは、内閣府（2007）より、一人当たりの費用を死亡229,032千円、重軽傷1,063千円

とする。
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質別の排出係数に各船種の港湾内における年間燃料消費量を乗じることで計算する	8。大
気汚染物質別の単位コストについては、PM10とNOXの単位コストは日本における適当な
先行研究がないため、CE	Delft（2007）をもとに設定する	9。

Cair,a＝	Σ
h
Pair,h・EMIa,h	 	 	 	 	 	 	 （3.8）

	 	 Cair,a；輸送モードaの大気汚染の外部費用（円）,
	 	 Pair,h：大気汚染物質hの単位コスト（円/t）
	 	 EMIa,h：輸送モード別の大気汚染物質hの年間排出量（t）
	 	 a：輸送モード別
	 	 h：大気汚染物質（h=NOX、PM10）、

騒音
　騒音の外部費用は、前述のように普通貨物自動車のみ推定し、内航海運による騒音の外
部費用は発生しないものとする。普通貨物自動車の騒音の外部費用の推定方法はMizutani	
et	al.（2009）の手順に従い、まず自動車交通全体の騒音による外部費用を推定し、その
後普通貨物自動車の騒音被害を配分する方法を用いる。具体的には、自動車起因の騒音レ
ベルを推定し、その騒音被害に騒音の単位コストを乗じることで推定する。まず道路投資
の評価に関する指針検討委員会（1998）によって構築された推定モデルを利用し、自動車
起因の騒音レベルを推定する。次に推計された自動車起因の騒音レベルの曝露人口を導出
する。そしてその結果に、騒音の単位コストを乗じることで、騒音の外部費用を推定す
る	10。そしてバスや普通貨物自動車の騒音被害は乗用車などの4.5倍であると仮定し、普

8　	RORO船及びコンテナ船の港湾内での年間燃料消費量は、環境省（2003）をもとに設定する。環境省

（2003）では内航海運（フェリー以外）の年間燃料消費量のうち10.6	%が港湾内で消費されるとして

いる。
9　	大気汚染別の単位コストは、国別の人口密度などを考慮しCE	Delft（2007）のベルギーにおける大

気汚染物質別の単位コストをもとに、PM10の単位コストを5.78円/g、NOXの単位コストを0.47円/gと

設定する。一般に大気汚染物質の単位コストは、大気汚染による健康被害や農作物の被害などを貨

幣評価した上で算定されるため、分析対象の地域の人々の所得や人口、文化、生活習慣に依存する

とされる。そのため他の地域の単位コストを用いてわが国の大気汚染の外部費用の推定することは

あまり好ましくない。また本稿で設定した単位コストと鈴木（2010）の推定結果をもとに算定した

PM10の単位コストを比べると、その値は30分の1の水準となる。これはEUの指標を円換算する際に

用いた為替相場に影響を受けている部分があるほか、ベルギーとの人口規模や大都市の数などが異

なるため、単位コストに大きな違いが出てきているのではないかと考えられる。しかし本稿では、

国内貨物輸送の大気汚染の外部費用を過小評価する可能性はあるものの、わが国では輸送モード別

の大気汚染の外部費用に関する研究蓄積が十分ではないこと、CE	Delft（2007）が輸送モード間の外

部費用を推定し比較することを念頭に単位コストを設定していることなどを考慮し、CE	Delft（2007）

の指標をもとに単位コストを設定する。
10　騒音の単位コストは、Mizutani	et	al.（2009）より一人あたり5,000円/dBとする。
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通貨物自動車の騒音の外部費用を計算する	11。

気候変動
　気候変動の外部費用は、大気汚染の外部費用と同様の方法で推定する。普通貨物自動
車とRORO船・コンテナ船から排出されるCO2の排出量を導出し、CO2の単位コストを乗
じることで推定する	12。CO2の排出量については、普通貨物自動車からの排出量は大城他
（2001）の排出係数に普通貨物自動車の年間交通量を乗じることで計算する。一方RORO
船・コンテナ船からの排出量は、EC（2002）の船種別の排出係数に各船種の年間燃料消
費量を乗じることで計算する。

Cwar,a＝Σ
h
Pwar・EMIa,h=CO2	 	 	 	 	 	 	 （3.9）

	 	 Cwar,a；輸送モードaの気候変動の外部費用（円）,
	 	 Pwar：気候変動の単位コスト（円/t）
	 	 EMIa,h=CO2：輸送モード別のCO2の年間排出量（t）
	 	 a：輸送モード別
	 	 h：大気汚染物質（CO2）

混雑
　混雑の外部費用も前述のように普通貨物自動車のみ推定する。前節で推定した日本全体
の一般道路の旅行速度をもとに、混雑によって利用者が被る時間損失量を推定し、その損
失量に時間価値を乗じることで推定する	13。また利用者の時間損失量は、混雑が発生して
いない場合の移動時間を基準に、混雑が発生した場合にかかる追加的な移動時間とする。
その時間損失量の推定において、混雑が発生していない場合の旅行速度は前述のスピー
ド・フローモデルの切片より45.9km/hと設定し、混雑による旅行速度の低下による利用
者の時間損失量を推定している。また高速道路の混雑については本稿では考慮しない。

４．国内貨物輸送の外部費用の推定

　2005年の日本のデータを用いて、普通貨物自動車と内航海運（RORO船・コンテナ船）
の外部費用を推定した。その結果が表4.1である。
　まず普通貨物車の外部費用は全体で10.7兆円となった。費用項目別では混雑の外部費用
が大きく、ついで気候変動の外部費用が大きくなっている。日本を対象にした先行研究で
ある兒山・岸本（2001）や鈴木（2010）の結果と比べると、大気汚染の外部費用がかなり
小さくなっている。これは推定方法が異なることはもちろんであるが、前述のように小さ
い大気汚染物質別の単位コストを設定したことが要因である。また普通貨物自動車の走行

11　兒山（2004）より、普通貨物自動車とバスの騒音レベルは乗用車と小型貨物車の4.5倍と設定した。
12　気候変動の単位コストは、Mizutani	et	al.（2009）より14,000円/t-CO2とする。
13　普通貨物自動車の時間価値は、国土交通省道路局（2008）より、64.18円/分・台とする。
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kmあたり、トンkmあたりの外部費用を高速道路と一般道路で比較してみると、すべての
費用項目で高速道路の外部費用が一般道路よりも小さくなった。このことは高速道路の方
が一般道路よりも事故が少なく、環境への負荷も小さいことを示している。内航海運の外
部費用についてみると、普通貨物自動車と比べて輸送量が少ないため、外部費用の規模に
ついては単純に比較できないが、年間302億円の外部費用が発生していることがわかった。
また費用項目別にみると、気候変動の外部費用が最も大きく、ついで大気汚染の外部費用
が大きくなった。また事故の外部費用は僅かであることが分かった。
　そして普通貨物自動車と内航海運のトンkmあたりの外部費用を比較すると、全体的な
傾向として内航海運の外部費用が普通貨物自動車よりも小さくなっていた。この傾向は先
行研究でも見られ、内航海運が安全で環境負荷の小さい輸送モードであることを示してい
る。

５．むすびにかえて

　本稿では国内貨物輸送の外部費用を定量的に分析するために、普通貨物自動車と内航海
運であるRORO船・コンテナ船を対象に外部費用の推定を行った。その結果、内航海運の
外部費用はすべての費用項目で普通貨物自動車を大きく下回っていることが分かった。こ
のことは国内貨物輸送において、内航海運が安全で環境負荷の小さい輸送手段であること
を示している。また国内貨物輸送において普通貨物自動車を活用する場合、高速道路を走

表4.1　普通貨物自動車と内航海運の外部費用の推定結果

（注）

・普通貨物自動車のトンkmあたりの外部費用は、『自動車輸送統計年報』より普通貨物自動車の１台あ

たりの平均積載量を計算し、それに普通貨物自動車の年間交通量を乗じることにより年間の輸送トン

kmを計算して導出した。

・内航海運のトンkmあたりの外部費用は、内航海運の一隻あたりの平均積載量に関するデータが得ら

れないため、RORO船・コンテナ船の年間運航量より内航海運のトンkmのデータを導出することがで

きなかった。そのため『内航船舶輸送統計』のデータを用いて別途RORO船・コンテナ船の年間輸送ト

ンkmを導出した。
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行することで、普通貨物自動車からの外部費用の発生を抑制できることが分かった。この
ことは近年政治的議論がある高速道路の料金問題において、普通貨物自動車が高速道路を
どのように活用すべきかという議論に一つの示唆を与えている。
　しかし今回の国内貨物輸送の外部費用の推定には多くの課題が残されている。特に内航
海運の外部費用の推定は、これまでわが国ではほとんど行われていない。そのためわが国
における大気汚染の単位コストの設定など多くの課題が残されており、その結果、本稿で
は国内貨物輸送の大気汚染の外部費用が過小に評価されている可能性がある。今後これら
の指標についてもさらに検討を加え、改良していきたい。
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